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『「上昇」が過半数超の５３％ 第１四半期―地価ＬＯＯＫ報告』 
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国土交通省が発表した平成２５年度第１四半期（２５年１月１日～４月１日）主要都市の高度

利用地地価動向報告（地価ＬＯＯＫレポート）によると、調査対象となった１５０地区のうち、

「「「「上昇上昇上昇上昇」」」」がががが８０８０８０８０地区地区地区地区でででで、、、、全体全体全体全体のののの約約約約５３５３５３５３％％％％とととと過半数過半数過半数過半数をををを超超超超えたえたえたえた。。。。前回調査前回調査前回調査前回調査ではではではでは５１５１５１５１地区地区地区地区、、、、３４３４３４３４％％％％でででで、、、、

地区数地区数地区数地区数でもでもでもでも、、、、全体全体全体全体にににに占占占占めるめるめるめる割合割合割合割合でもでもでもでも前回調査前回調査前回調査前回調査をををを大大大大きくきくきくきく上回上回上回上回ったったったった。。。。横横横横ばいはばいはばいはばいは５１５１５１５１地区地区地区地区（（（（前回前回前回前回７４７４７４７４地地地地

区区区区）。）。）。）。下落下落下落下落はははは１９１９１９１９地区地区地区地区（（（（前回前回前回前回２５２５２５２５地区地区地区地区））））にとどまったにとどまったにとどまったにとどまった。。。。上昇率を見ると、７８地区が０％超３％

未満。残りの２地区は３％以上６％未満だった。下落率は、１９地区すべてが０％超３％未満だ

った。調査対象地区は、東京圏６５地区、大阪圏３９地区、名古屋圏１４地区、地方中心都市等

３２地区の計１５０地区。このうち、住宅系地区（高層住宅等により高度利用されている地区）

が４４地区、商業系地区（店舗、事務所等が高度に集積している地区）が１０６地区となってい

る。同調査は、鑑定評価員（不動産鑑定士）が調査対象地区の不動産市場の動向に関する情報を

収集するとともに、不動産鑑定評価に準じた方法によって地価動向を把握し、その 

結果を国交省が集約する。また、各地区の不動産関連企業、金融機関等の地元不動 

産関係者にヒアリングを行った結果を掲載することになっている。 

 

『取得された資産額約３．３兆円 ２４年度―不動産証券化調査』 

国土交通省が集計した平成２４年度不動産証券化の実態調査によると、同年度中に不動産証券

化の対象として取得された（証券化ビークル等が取得した）不動産不動産不動産不動産またはそのまたはそのまたはそのまたはその信託受益権信託受益権信託受益権信託受益権のののの資産資産資産資産

額額額額はははは３３３３兆兆兆兆３３３３，，，，４５０４５０４５０４５０億円億円億円億円でででで、、、、前年度前年度前年度前年度にににに比比比比べべべべ４２４２４２４２．．．．９９９９％％％％急増急増急増急増、、、、前年度前年度前年度前年度のののの約約約約１１１１．．．．５５５５倍倍倍倍もももも増増増増えたえたえたえた。。。。３３３３年年年年

連続連続連続連続のののの増加増加増加増加となるとなるとなるとなる。。。。これはこれはこれはこれは主主主主にににに、Ｊ、Ｊ、Ｊ、Ｊリートリートリートリートのののの取得額取得額取得額取得額がががが前年度比約前年度比約前年度比約前年度比約２２２２倍倍倍倍のののの１１１１．．．．６６６６兆円兆円兆円兆円とととと大幅大幅大幅大幅にににに増加増加増加増加

したことによるしたことによるしたことによるしたことによる。。。。件数は６８５件（前年度は５７６件）だった。資産額のうち、証券化ビークル

等から取得されたものが約２．６兆円。また、証券化ビークル等が譲渡した資産額は約４．０兆

円だった。 

取得された資産額の内訳を見ると、Ｊリートが１兆５，５５０億円で、全体の約４６．５％を

占めた。次いでＧＫ‐ＴＫスキーム等が９，９５０億円、特定目的会社（ＴＭＫ）が６，３７０

億円。譲渡された資産額では、ＴＭＫが最も多く、２兆２，１２０億円。取得された資産額を用

途別にみると、オフィスが全体の３５．５％、次いで倉庫２０．０％、住宅１７．９％、商業施

設１４．７％など。取得した件数の割合を所在地別でみると、東京都４７．９％、大阪府９．５％、

神奈川県６．３％、愛知県５．１％、千葉県４．８％の順で、順位は前年度と同じだった。 


